






























場と卓越性(excellence)を追求する立場の間で繰 り広げられてきた論争を無視す ることがで きな
い。教師教育にっいての現在の論議 もこの二っの立場の間でなされてきた論争と深い関わりをもっ
ている。実際、60年代以降のアメ リカでは、公民権運動の拡大 とともにマイノ リティを中心 と
して教育機会の均等を求める動きが強 くなり、平等性を志向する教育学者や政策立案者の考えが









的に次々と具体化されていった。 しか し、その改革 は、行きすぎた多様化による教育水準の低落
を救 う 「応急措置」として一定の効果を示 しはしたが、数年 とたたないうちに限界を指摘 される
176 葛 上 秀 文
ようになった。 そ もそ も生徒 の学業成績 を改善す るには個 々の生徒 の授業=学 習過程 を改善す る
必要が あるが、 そのためには学校、学級及 び生徒 の自律的 な取 り組 みが不可欠 であるとい うリベ
ラルな認識 が再 び頭 を もたげてきたか らで ある。 この見方を代表 す る もの と して は、1986年に
出 された カーネギーフォーラムの 『国が準備す ること(ANationPrepared)』と、全米 の主要 大
学教育学部長組織 ホームズグループの 『明 日の教師(Tommorow'sTeachers)』が あげ られ る。
報告書で は、教師 の自律性 を認 めるか わ りに教師 の責任 も明確 に し、 ボ トムア ップ的 に改革 を進
め ることので きる教師 を育成す ることに重点が おかれて いる。以下 で取 り上 げる教師教育改革 の
実践 も、 この方針 に沿 って具体化 され たもので ある。 と りわ け、 そ う した実 践 の代 表例 で あ る










数が増加するのに対 し、70年代か ら80年代にかけて(教 育予算の逼迫 もあって)新 任教師はほ
とんど採用 されず、教師数の不足がさらに深刻になっていたことが挙 げられ る(Darling-Hamm
ond,1990,p.271)。また生徒の出身背景か らみても、英語を第二外国語 とするヒスパニ ック系住
民や多くの問題が予想される単親家庭の子どもの増加に対 して、これまで以上の学校による手厚
いケァが必要となっているが、それを行うには教師の絶対数が著 しく不足 していた(Kirst,1984,
p.138)。他方、 より深刻なのは教師の質的問題である。 これにっいて は、教員養成系の学生の
SAT得点が著 しく低下 していることが指摘され(Darling-Hammond,1990,p.272)、教師のモラル



















人的 ・物的 ・財政的資源を統合し、教師それぞれが暗黙的に保持 している実践的知識(practical

























学関係者を核 としながら教師同士が協力して問題解決にあたる状況を作 りだすための、大学 と学
校の間の対等な連携がうたわれている。
もちろん、大学 と学校の連携 という考えは新 しいものではない。その先駆的な例 として、たと
えば19世紀末にデューイたちが提唱 した実験学校の試みを挙げることができる。彼 らは、当時普
及 していた教授法に疑問を持ち、より実践的な教授法、カリキュラム開発を進めるたあ、大学に
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付属する学校を用いて実験を進めたのであった。 しか し、その試みは、実験という側面が強調 さ
れすぎたたあ、実際の公立学校でどのような効果が得 られるかを検討する視点に欠けていた。ま
た、大学のスタッフが主導権をにぎり、学校の役割は付属的なものにとどまっていた。その後も、
大学 と学校の連携の試みは幾たびか提唱されてきたが、多 くの場合大学の リーダーシップが先行
し、学校の持つイニシアチブを浸食 していく結果となった。そうした関係を恐れた学校が大学 と
の連携に消極的になることによって信頼関係が崩壊するという歴史が繰り返されてきたのである。
教師が専門性をのば し、学校の様々な決定事項(人 事、予算、カ リキュラムなど)に対 して自
律性 と責任(accountability)を持つ必要があると考える教育改革者の方策からいえば、大学 と学
校の間の対等な連携は不可欠のものである。 しかし、これまでの大学 と学校の連携の試みはこと









係を計画的、意図的に成立 させる場ともなる。 これは、ハーグリーブスが提示 した協働的文化へ
とっながっていく 「策定 された同僚間連携」の教師文化を作ることにもっながるものである。ア





























践を評価、反省する機会を取 り入れ、実習生 自身が理論 と実践を統合できるようなプログラムを
導入 した。 このため、午前中は学校で教育実習を行い、午後からは大学 に戻ってセ ミナーに参加






①実習生の授業風景 を大学 のス タッフが ビデオに収 め る
②実習生 とメ ンターと大学 のス タッフが その ビデオをみて、実 習生 だ けが それ に対 しコメ ン
トし、 自分の教授法 を分析す る
③ メ ンター と実習生が ミーテ ィングす る光景 を、大学 のス タッフが ビデ オに撮 る
④ メ ンター と大学 のスタ ッフが その ビデオをみなが ら、 メ ンターだ けがそれ に対 して コメ ン
トし、 自らの指導の仕方を分析す る'









抗はPDSが行われてから少な くなり、現職教師同士で もそうした方法で授業 を評価する必要性
が認識されるようになった。第三の変化は、実習生自身が もたらしたものである。彼らは、大学
の課程で学んだ新 しい教育実践を教室の中に持ち込んだ。メンターとなる教師は、そうした実践
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が自分たちの教室の生徒に適 しているかどうかを評価 し、適 していないと判断 した場合はそれを
改善する機会を得ることができた。メンター自身がそうした新たな教育実践を取 り入れた授業場
面 もみ られた。こうした経過は、様々な授業改革の試みが結局は学校現場で理解が得 られず失敗
してきた1960年代の流れ(Goodlad&Klein,1970)と対照をなす ものといえるだろう。
ウェルズ校区のPDSの試みが成功 したのは、それに必要な多 くの条件が満たされていたか ら
である。 しか しなが ら、このウェルズ学区の例では教授活動が実際にどのように変わったのかが
詳 しく示されていない。そこで、PDSの取 り組みの中で、教育実習生の実践が変わ っていく過
程が詳細に把握されているヒュース トンの事例(Stallings&Kowalski,1990)にっいてもみてお
くことにしよう。
その研究は、1987年の春 に、 ヒュース トン教育大学とヒュース トン独立学区の間で ヒュース ト
ン・ティーチング ・アカデ ミーが創設されたことか ら始まっている。その研究では、メンター制
が採用された20人の実験群と、従来通 りの教師教育を受けた20人の統制群を比較するという形が
取 られた。彼 らは学年、教科、年齢などを考慮 して選ばれており、サンプルの偏 りはないよう取
り計 らわれていた。ただ し、実験群のものは都市部の学校に配置されたのに対 し、統制群のもの
は17人が郊外の学校に配置された。メンター制が採用された実験群では、実習期間中に、彼 らと
メンターと大学側の担当教官の3者 の間で週3時 間のセ ミナーが もたれた。その中で、教育実習
生の指導法の問題点などが話 し合われた。
その結果、実験群の教育実習生の場合は、14人の実習生の受け持ち教室で生徒の授業中の逸脱
行動が減少 したのに対 し(ビデオテープの記録か ら 「席を立っ」 「授業を妨害する」などの逸脱










育困難校を志願 したという点である。アメリカにおいても教育困難校 は敬遠 される職場であり、
そのため新任教員が多 く配置されているが、彼 らの多くは困難な状況に耐えかね、比較的はやい
時期に退職 してしまうことが問題になっている(Darling-Hammond,1990)。この現状を考えると、・
教育困難校で も適応 しうる教師教育 プログラムを開発し、そうした学校へ積極的に赴任する教師
を育成 していくことが、PDSの 取 り組みのもっとも重要な点ではないかと思えてくる。学校を
基盤 として、その学校の抱えている課題 に配慮 しながら、学校改革 と教師教育改革を進めるとい




教師教育の新 しい方向を探るために、比較的成功 している2つのPDSの 事例をみてきた。 こ








いことが挙 げられる(7)。また、組織構造の課題 としては、教師が協働 して授業 しようとしても、
現在の学校の教室 は改革案が提唱 しているようなオープンな構造になっていない場合が多 く、理








新入者 のリクルー ト、社会化、仕事への報酬体系の3つ の過程を通 して、教師の間に保守主義、
孤立主義、現時主義という指向性を構造的に生み出し強化している(Lortie,1975,p.106)」と指摘
している。つまり、 リクルー トの段階で、教職は、既存の学校システムに好意的な感情を持った
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る中で、これまでの自らの教授法を再吟味する機会を持っのである。実習生 も、この過程の中で、
「観察という徒弟制」を通 じて築 き上げた個人的な教職イメージを分析し、修正する機会を持つ。





















いでもある。 リトル(1990)は、教師間の協働の強さを尺度化 し、 もっとも弱い連携である 「教師
同士の雑談」か ら、 もっとも強い連携である 「授業の公開(同 僚教師に授業を公開 し、評価を得
る)」まで4段階に分類 した。わが国の連携 は、「教材やテス トを共有 し評価の基準を統一す る」
という第3段 階までであり、それか ら先の 「授業の公開」は全 く行われていないのが現状である。
教室外ではさまざまな共働が見 られて も、教室内の営みまで共有されることはきわめてまれであ
る。 したがって、日本の教師の場合、外見上は協働的であるが、その内実は個人主義的な教師文
化(一 国一城の主人)も 有 していると考え られるのである。
第二の類似点 は、.研修のスタイルである。現職教師の専門牲をのばす目的で戦前から存在 して
いる校内研修は、まさに日本のPDSと呼べる内容をもっている。 しか しなが ら、 メンターにあ
たる研修指導者の養成にはあまり重きが置かれていなか ったこと、さらに、外部に開かれた校内
研修という考えが弱かったため、研修の運営が形式化され、それが教師の専門性を発達 させる場











師だけでなく、現職教師に対 しても適応する州 もあった(Darling-Hammond,1987,p.273)。この こ
とからも教師の質的低下がこの時期に特に問題視 されるようになったことがわかる。
2)教 師の給与体系は 「初任給優遇型」(昇給の最高額 と比べて、初任給が相対的に高 く、初任給と最高給
の比率が約1:2程 度)で あり、比較的昇級幅が小 さく、 きわめて予測可能なものであった(Lortie,1
975,p.99)。こうした給与形態は、公教育制度が成立 して以降、教師の在職年数が短いという条件の も
と、毎年大量の教師を補充 しなければならなかったという歴史的背景の中で確立 してきた ものであ っ
た。
3)個 人主義とは、多 くの教師がそれぞれの学級の孤立 した状況の中で、ただ一人で教えていることに特













4)PDSと いう名称が用いられているのは 『明日の教師』 の中であ り、『国が準備す ること』 の中で は










6)ア メリカの研修形態として、大学(院)で の現職 コース、学区に設けられたワークショップ、地域の
複数の学校の教職員と学区が主導する教員センター(teachercenter)が中心で免許更新型の研修であ
るのに対 し、学校の課題を組織をあげて解決 しようとする校内研修の形態は、PDSの 考えの普及 と
ともに広まってきた(中 留、1995、p.184-185)。
7)た とえば、 「研究や開発にかかわる予算は、あるにせよ、全予算の1%内 外にすぎない。 教員のため
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HidefumiK:UZUK:AMI
Thi串paperfocusesonthereformofteachingprofessionwhichwasintroducedbyliberalreform-
ersinthelate1980's.Theyemphasizetheautonqmyofschoolstocopewithvariouseducational
problems.Torealizeit,theyassertthatweshouldconductatrainingforteachingprofesβionat
七hepre-serviceandin-services告agess加ultaneouslyinschools.Thiscreatesanewconnectionbe-
tweenschoolsandteachercolleges.ThestudiesofProfessionalDevelopmentSchools(PDS)are
proceedinginthiscontext.
PDSarebestcharacterizedashavingthreecomplementaryagendas:1)toprovidea「context
forrethinkingandreinventingschoolsforthepurposeofbuildingandsustainingthebesteduca-
tionalpractices,2)tocontributetothepre-serviceeducationofteachersandinducethemintothe
teachingp士ofessionand3)toprovideopportunitesforcontinuingdevel◎pmentandprofessional
growthofexperiencedin-serviceteachers..Thesecondagendaisexaminedindetailinthisarticle.
InJapan,wenowexperiencemanyproblemscausedbydeficienciesofschoolingandhearaclaim
torespectchildreガsindividualitymorestrongly.ImplicationsofPDSwillbehelpfulforus.
